
 

貸 借 対 照 表 
（平成31年３月31日現在） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部） 千円 （負債の部） 千円 

流 動 資 産 35,877,084 

 

流 動 負 債 11,555,505 
現 金 及 び 預 金 4,792,985 買 掛 金 1,311,187 
受 取 手 形 163,979 未 払 金 878,172 
割 賦 未 収 金 24,170,327 親 会 社 未 払 金 237,119 
売 掛 金 1,729,892 未 払 法 人 税 等 101,222 
有 価 証 券 500,000 未 払 消 費 税 等 1,710,991 
商 品 1,877,223 未 払 費 用 155,644 
部 品 49,296 前 受 金 661,636 
仕 掛 品 50,447 預 り 金 1,199,370 
貯 蔵 品 18,887 賞 与 引 当 金 499,000 
前 払 費 用 13,058 割 賦 未 実 現 利 益 4,669,609 
未 収 入 金 299,344 そ の 他 の 流 動 負 債 131,550 
短 期 貸 付 金 2,162,025   
そ の 他 の 流 動 資 産 52,467   
貸 倒 引 当 金 △2,851 固 定 負 債 3,077,704 

  退 職 給 付 引 当 金 2,695,457 
  役員退職慰労引当金 70,400 

固 定 資 産 15,166,393 預 り 保 証 金 12,800 

有 形 固 定 資 産 12,250,174 

 

資 産 除 去 債 務 299,047 
建 物 3,959,724   

構 築 物 320,846 
負 債 合 計 14,633,210 

機 械 装 置 279,706 

リ ー ス 車 7,449   
車 両 運 搬 具 815,413 （純資産の部）  
工 具 器 具 備 品 100,549 株 主 資 本 35,522,216 
土 地 6,765,879 資 本 金 100,000 
建 設 仮 勘 定 605 資 本 剰 余 金 11,266,169 

無 形 固 定 資 産 209,754 資 本 準 備 金 6,049,017 
借 地 権 175,428 そ の 他 資 本 剰 余 金 5,217,152 
電 話 加 入 権 27,101 利 益 剰 余 金 24,156,047 
ソ フ ト ウ ェ ア 5,803 利 益 準 備 金 359,825 
電気通信施設利用権 783 そ の 他 利 益 剰 余 金 23,796,222 
商   標   権 13 固定資産圧縮積立金 97,603 
その他の無形固定資産 624 別 途 積 立 金 21,959,000 

投 資 そ の 他 の 資 産 2,706,465 繰 越 利 益 剰 余 金 1,739,619 
投 資 有 価 証 券 1,529,828   
長 期 前 払 費 用 108,904 評価・換算差額等 888,051 
差 入 保 証 金 195,273 その他有価証券評価差額金 888,051 
繰 延 税 金 資 産 819,139   
そ の 他 の 投 資 等 82,722   

貸 倒 引 当 金 △29,403 
純 資 産 合 計 36,410,268 

  

資 産 合 計 51,043,478 負債及び純資産合計 51,043,478 

 

 

 



 

損 益 計 算 書 

（自平成30年４月１日 至平成31年３月31日） 

（単位：千円） 

科 目 金 額 

売上高  38,127,510 

売上原価  29,266,656 

売上総利益  8,860,854 

割賦販売益調整   

割賦未実現利益戻入額 4,792,252  

割賦未実現利益繰入額 4,669,609 122,642 

割賦調整後総利益  8,983,497 

販売費及び一般管理費  7,294,375 

営業利益  1,689,121 

営業外収益   

受取利息及び配当金 58,358  

その他 87,127 145,485 

営業外費用   

その他 29,349 29,349 

経常利益  1,805,258 

特別利益   

 固定資産売却益 6,614  

 特別利益その他 45,733 52,347 

特別損失   

固定資産除売却損 47,318 47,318 

税引前当期純利益  1,810,287 

法人税、住民税及び事業税  620,082 

法人税等調整額  △19,385 

当期純利益  1,209,590 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

①満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

②子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法 

③その他有価証券  

イ 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し売却原価は移動平均法により算定） 

ロ 時価のないもの 移動平均法に基づく原価法 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   通常の販売目的で保有するたな卸資産 

    評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によります。 

①商品、仕掛品 個別原価法 

②部品、貯蔵品 最終仕入原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。 

 なお、少額減価償却資産については３年均等償却を行なっております。 

（２） 無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別の債権の内容に応じて回収不能見込額

を計上しております。 

（２）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、当事業年度において発生していると認められる額を計上しております。 

なお、数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら、また、過去勤務債務については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により、発生年度から費用処理しております。 



 

（４）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支払に備えるため、役員退職慰労金支給に関する内規に基づく

当事業年度末要支給額を計上しております。 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

収益及び費用の計上基準 

車両売上は原則登録基準、修理売上は完成基準によっております。割賦売上高は、

一般売上と同一の基準で販売価格を計上し、割賦販売利益のうち回収期日が次期以降

に到来する部分に見合う額を割賦未実現利益として繰延処理しております。 

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準はリース取引開始日に売上高と売

上原価を計上する方法によっております。 

消費税等の会計処理 

税抜き方式によっております。 

 


